

























































































　観測期間：　　2007年 2月 1日〜2011年 3月 1日
 2.2. 伝搬異常の例








図 2.2.1:通常（2007年 5月 2日　TBS）
アナログ映像波
TBS フジテレビ
80.0MHz 91.25MHz 103.25MHz 171.25MHz 183.25MHz 193.25MHz 205.25MHz 217.25MHz







図 2.2.2:伝搬異常（2007年 5月 8日　NHK総合）
伝搬異常
茨城県南部 M4.5







標本化は g(t)に、図 3.1.2に示す標本化インパルス列 h(t)を掛けることにより行われる。標本化間
















無限長の関数 g(t)h(t)と図 3.1.4の窓関数w(t)との積は、図 3.1.5に示す有限長の関数 g(t)h(t)w(t)
となる。














ンパルス列 I(f)を用いる。周波数領域において、図 3.1.5のG(f)*H(f)*W(f)と図 3.1.6の I(f)との
積を取ることで、図 3.1.7のように標本化することができる。このとき、時間領域においては、















①　  観測波形  の日変化を排除するために、観測期間中のデータから  各時  






　まず、図 3.2.1のように、1日を 5分ごとの 288の時間帯に分割し、観測期間中のデータから各



































































+3σ­3σ m­2σ ­1σ +1σ +2σ
68.27%
95.45%
②  　  30  分  以上継続して  m±3σ  以  上変動したデータ  が  、計  8 波中  3 波以上で  
　　同時に発生した場合を伝搬異常と判定する。
　①で算出された「伝搬異常の判定基準 m±3σ 」は図 3.2.4、図 3.2.5、図 3.2.6のようになる。
そして、観測データが30分以上継続して m±3σ 以上変動したデータが、計8波中3波以上で同
時に発生した場合を伝搬異常と判定する。
・　 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　
・ 　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（NHK教育(3ch)、日本TV(4ch)は紙面の関係上、省略）
・ 　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・ 　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  
・ 　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（フジテレビ(8ch)、TV朝日(10ch)は紙面の関係上、省略）
・ 　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
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図 3.2.5:TBS(6ch)　2008年 5月 1日
図 3.2.6:TV東京(12ch)　2008年 5月 1日

















結果である。図 3.3.4より、伝搬異常のスペクトルは、通常時（図 3.3.2）に比べ、約 1.5mHz以
下のスペクトルが増大するという結果になった。これは、観測期間中に観測されたほぼ全ての伝
搬異常(例 1：図 3.3.6、例 2：図 3.3.5）に対しても、同様のことが言えた。
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ウェーブレットと言い、 ψt で表現する。今解析では、マザーウェーブレット ψt に図 
4.1.1のような最も簡単な関数Haarを用いた。




ψ t−ba   (4.1.1)
(4.1.1)式は図 4.1.1のようにウェーブレット関数 ψa,bt マザーウェーブレット ψt を横




T=2a [sec ]  (4.1.2)
　そして、連続ウェーブレット変換とは(4.1.3)式のように、任意の信号 f t とウェーブレット
関数 ψa,bt との内積である[5]。














①　観測波形の日変化を排除するために、観測データ x t[dBm ] に対して、観測期間中のデー
　　タから求めた標準偏差 σ で規格化する。　→ Nσt









①  　  観測波形  の日変化を排除するために、観測データ  x t[dBm ] に対し




　まず、図 4.2.1のように、1日を 5分ごとの 288の時間帯に分割し、観測期間中のデータから各
時間帯別に、平均値 m と標準偏差 σ を算出する。この平均値と標準偏差はこの各時間帯別で
異なる。また、観測波形は昼間より夜間のが変動が大きいので、昼間より夜間の標準偏差のが大
きくなる。
　この各時間帯別での平均値と標準偏差を用いて、観測データ x t[dBm ] を(4.2.1)式のように
規格化する。規格化したデータは Nσt で表現され、各時間帯別での平均値からのづれの尺度




















②  　  Nσt の直流成分を除くために、 Nσt から解析期間中の平均値 
　　 Nσave t を引く。→ dNσt
　ここでは、②を行う理由について説明する。 Nσt は観測データを各時間帯別での標準偏差
で規格化したデータであるので、0を中心に変化する。しかし、 Nσt 全体の平均値を算出す
ると、図 4.2.2のように 0から若干離れる場合がある。この Nσt の周期成分を解析すると、
直流成分の f=0Hz でスペクトルを持つことになる。我々が解析したい揺らぎ周期成分は交流成
分であるので、直流成分を除いて解析したい。そこで、図 4.2.2のように、規格化したデータ
Nσt からその平均値 Nσave t を引くことで、直流成分を除くことができる。ここで、直
流成分を除いたデータを dNσt で表現する。そして、この dNσt を連続ウェーブレット
変換の入力データとする。
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図 4.2.7:数時間の波形変動　（2007年 5月 1日　TBS）
伝搬異常
⑤　  ④で得られた「  平均化されたスペクトル強度」から  、各周期帯別に  、  
　　平均値   m    と標準  偏差   σ    を算出する。そして、   ?  時間  以上継続して  













































した場合である。この「併発あり」と判定される回数が「観測併発回数 n obs 」であり、実際に
観測された伝搬異常と地震から併発回数をカウントするため、観測併発回数 n obs と定義する。



















tseq =  － 3 tseq =  － 3












・  ratio  





観測併発回数 n obs を分子に、無相関併発回数 nunc を分母にして計算するため、ratioが 1より



















　　　　（ 5 ）電波伝搬路 ­ 震央間距離 L
　　　　（ 6 ）震源の深さD
　　　伝搬異常と地震との関連付けについて







（  2 ）伝搬異常の判定条件「頻度（  m± ? σ  ）」  
　伝搬異常の頻度（m± ? σ）とは、図 4.3.6の示すように、m± ?   σ 以上変動したスペクトル強度
を、異常伝搬と判定するかである。伝搬異常と地震との関連性を検証するにあたり、判定基準
「伝搬異常の頻度（m± ? σ）」を決定する。
















（  4 ）地震の規模   M  
　地震の規模はマグニチュードである。伝搬異常とマグニチュードとの関連性を検証する。





































また、図 4.4.1、図 4.4.2、図 4.4.3は全て、日本 TV放送波に限定した結果である。横軸は伝搬異
常の揺らぎ周期 T[min]、縦軸は ratio、凡例は伝搬異常の継続時間を表す。












　　（ 2 ）判定条件「頻度（m± ? σ ）」 m±3.5σ 以上
　　（ 3 ）揺らぎ周期T T=10～ 360[min] （日本TV ）
　地震について
　　（ 4 ）規模M M≧4.5
　　（ 5 ）電波伝搬路 ­ 震央間距離 L L≦75km
　　（ 6 ）震源の深さD D≦50km
　伝搬異常と地震との関連付けについて




















　　（ 1 ）判定条件「継続時間」 0.5 時間以上
　　（ 3 ）揺らぎ周期T T=10～ 360[min] （日本TV ）
　地震について
　　（ 4 ）規模M M≧4.5
　　（ 5 ）電波伝搬路 ­ 震央間距離 L L≦75km
　　（ 6 ）震源の深さD D≦50km
　伝搬異常と地震との関連付けについて


















　　（ 1 ）判定条件「継続時間」 0.5 時間以上
　　（ 2 ）判定条件「頻度（m± ? σ ）」 m±3.5σ 以上
　地震について
　　（ 4 ）規模M M≧4.5
　　（ 5 ）電波伝搬路 ­ 震央間距離 L L≦75km
　　（ 6 ）震源の深さD D≦50km
　伝搬異常と地震との関連付けについて






　伝搬異常と地震の規模（マグニチュード）との関連性について、図 4.4.7、図 4.4.8、図 4.4.9
に示す。ここでは、地震の規模以外のパラメーターを、以下のように固定した。伝搬異常の揺ら
ぎ周期TはT=90, 120, 210[min]（日本TV）、それ以外は§4.4.3.で固定したパラメーターとほぼ同じ
である。図 4.4.7、図 4.4.8、図 4.4.9の横軸は関連付け時間長tseq[days]、縦軸はratio、凡例はマ
グニチュードを表す。




　　（ 1 ）判定条件「継続時間」 0.5 時間以上
　　（ 2 ）判定条件「頻度（m± ? σ ）」 m±3.5σ 以上
　　（ 3 ）揺らぎ周期T T=90, 120, 210[min] （日本TV ）
　地震について
　　（ 5 ）電波伝搬路 ­ 震央間距離 L L≦75km
　　（ 6 ）震源の深さD D≦50km
　伝搬異常と地震との関連付けについて


















（マグニチュード） T=90[min] T=120[min] T=210[min]
144 9 13 14
69 5 11 10
43 4 8 7
14 3 4 5


















　　（ 1 ）判定条件「継続時間」 0.5 時間以上
　　（ 2 ）判定条件「頻度（m± ? σ ）」 m±3.5σ 以上
　　（ 3 ）揺らぎ周期T T=90, 120, 210[min] （日本TV ）
　地震について
　　（ 4 ）地震の規模M M≧4.5
　　（ 6 ）震源の深さD D≦50km
　伝搬異常と地震との関連付けについて


















58 5 6 11
39 4 6 7
27 4 5 6
14 3 4 5









　伝搬異常と震源の深さとの関連性について、図 4.4.13、図 4.4.14、図 4.4.15に示す。ここでは、
震源の深さ以外のパラメーターを、以下のように固定した。伝搬路-震央間距離は75km以下、そ
れ以外は§4.4.5.で固定したパラメーターと同じである。図 4.4.13、図 4.4.14、図 4.4.15の横軸は
関連付け時間長tseq[days]、縦軸はratio、凡例は震源の深さD[km]を表す。




　　（ 1 ）判定条件「継続時間」 0.5 時間以上
　　（ 2 ）判定条件「頻度（m± ? σ ）」 m±3.5σ 以上
　　（ 3 ）揺らぎ周期T T=90, 120, 210[min] （日本TV ）
　地震について
　　（ 4 ）地震の規模M M≧4.5
　　（ 5 ）伝搬路 -震央間距離 L L≦75km
　伝搬異常と地震との関連付けについて

















D [km] T=90[min] T=120[min] T=210[min]
23 3 4 5
23 3 4 5
23 3 4 5
21 3 4 5
14 3 4 5



















　　（ 1 ）判定条件「継続時間」 0.5 時間以上
　　（ 2 ）判定条件「頻度（m± ? σ ）」 m±3.5σ 以上
　　（ 3 ）揺らぎ周期T T=90, 120, 210[min] （日本TV ）
　地震について
　　（ 4 ）地震の規模M M≧4.5
　　（ 5 ）伝搬路 -震央間距離 L L≦75km






























　今回の解析対象のアナログ TV映像波は、2011年 7月 24日正午に停止した。それに伴い、新た
に見通し内 VHF帯放送波である FM長野、FM埼玉、FM千葉、FM茨城についての観測をスター
トさせた。このことにより、図 6.1のように、特定の放送波だけで伝搬異常が観測されれば、異
常現象発生地域（震源）の絞りこみが可能になるのではないかと考えられる。そのため、今後は
各放送波ついて、伝搬異常と地震との関連性を検証する必要がある。
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図 6.1:異常現象発生地域の絞りこみ
桐生
FM茨城
FM千葉
FM 長野
FM埼玉
東京タワー
伝搬異常 異常現象発生地域 ?
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